
　

　　・

　　・

　　・

　　・

　　・

　　・ 議員報酬のカット（議長7.5万円、議員５万円）～Ｈ21.3月（１回目）

　　・

　　・ 農林水産関係の条例に係る集中審議、議員間討議の実施（経済委員会）

　　・ 「政府予算及び地方財政対策に係る審査会」の実施(H21.1）

　　・ 経済・雇用対策のための臨時議会（H21.1）を開催し、補正予算を可決

　　・ 議員報酬のカット（議長7.5万円、議員５万円）継続～H22．3月（２回目）

　　・ 経済・雇用対策のための臨時議会（H21.5）を開催し、補正予算を可決

　　・ もてなしの阿波とくしま観光基本条例の制定(H21.6）

　　・ 関西広域連合（仮称）調査特別委員会の設置（全会派参加）

　　・ がん対策推進条例（仮称）に関するＰＴ設置、提言書提出（H21.10）

　　・ 議場コンサートの開催（11月定例会開会日）

　　・ ホームページの全面改定、キッズページの開設

　　・

　　・ 期末手当（６月、１２月）の減額、議員報酬のカット継続～H23．3月（３回目）

　　・ 正副議長の定例記者会見の実施（６月定例会閉会日～）

　　・ 高速道路全国一律料金制度に向けた超党派での要望活動の実施

・ 「機動的なマクロ金融・経済政策の実施を求める緊急要請」の発議（近畿２府８県議長会）

　　・ 文理大学との包括連携協定（意見交換会、委員会視聴、大学での講演）

　　・ 「関西広域連合設置に関する協議について」に対する附帯決議 （H22.10）

　　・ 「ＴＰＰが本県に及ぼす影響等に係る調査会」の実施（H22．11）

　　・ 森永乳業に対する徳島工場存続に係る要望活動の実施（H22．11）

　　・ 期末手当（１２月）の減額

　　・ 議長の交際費、活動状況のホームページ掲載（H23.3）

ホームページの充実（質疑項目、委員会視察概要、議会だよりの掲載等）

選挙区等検討委員会による検討（政務調査費の削減（全国最低額）、
議員報酬のカット継続～H24.3月（４回目）　）

　

　

　

議会改革の取り組み

四国観光議員連盟の設立（H20.4）

「議会のあり方検討委員会」による議会改革に向けた検討

収支報告書への１円以上の領収書添付

費用弁償の１割カット（継続中）

　 県内外視察の見直し（委員会での派遣報告、視察日数の縮減、海外視察の自粛等）
平成１９年度

平成２０年度

平成平成平成平成２１２１２１２１年度年度年度年度

平成平成平成平成２２２２２２２２年度年度年度年度



１１１１ 開開開開かれたかれたかれたかれた県議会県議会県議会県議会をををを目指目指目指目指してしてしてして

（１）議会ホームページの充実

平成１９年に設置された「議会のあり方検討委員会」では、県民への積極的な情報発信（議会ホーム

ページの充実）についても検討がなされ、委員会視察の概要や、代表・一般質問における質問項目、委

員会における質疑項目等の追加掲載が決定された。

＜主なリニューアルの状況＞

①平成１９年６月定例会後

・委員会視察の概要の掲載

・代表・一般質問における質問項目の掲載

・委員会における質疑項目の掲載 等

②平成１９年１１月定例会後

・文字拡大機能の追加

・ホームページ画面の配色変更機能の追加 等

③平成２１年９月定例会後

・議会ＦＡＱの設置（コールセンター対応）

・ふりがな機能の追加 等

④平成２２年４月

・議会キッズページを開設

（２）正副議長定例記者会見

開かれた議会の観点から、平成２２年６月定例会より、閉会日の本会議終了後に正副議長による定

例記者会見を実施し、定例会を振り返っての概要や、議長会での活動、議会の活動等について情報発

信している。

（３）徳島文理大学との包括連携協定

平成２２年９月１３日、徳島県議会と徳島文理大学は、包括的な連携のもと、相互に協力することによ

り、さまざまな地域課題に迅速かつ的確に対応するとともに、魅力ある地域づくりや地域における高度

な識見を有する人材の育成に資することを目的とし、「徳島県議会と徳島文理大学との包括連携協定」

を締結した。

＜連携・協力事項＞

・徳島県議会の政策形成及び調査・研究に関すること

・徳島文理大学の人材育成及び教育・研究環境の充実に関すること

・その他連携の目的を達成するために必要な事項に関すること

＜事業実績＞

①記念講演 （ ）H22.9.28

「これからの地域と大学」について、徳島文理大学 桐野豊学長による記念講演が行われた。

②本会議の傍聴 （ )H22.9.28

徳島文理大学の学生が、平成２２年９月定例会の代表質問（元木章生議員）を傍聴し、県の政策

決定過程を学習した。



③講演 （ ）H22.11.30

樫本孝議員が、徳島文理大学大学院の学生を対象に「徳島県政史について」をテーマに講演を行

った。

④委員会の視聴 （ ）H22.12.6

徳島文理大学の学生が、委員会における県予算等の議案の審議過程を視聴し、県の政策決定過

程を学習した。（文教厚生委員会、県土整備委員会）

⑤若手議員と学生との意見交換会

政治に関心を持つ機会を提供するため、若手議員が大学のゼミ・講義に参加し、「政治家を志した

動機」や県政全般等について意見交換を行った。

・岸本泰治議員と吉坂保紀議員が、「これからのまちづくりを考える」をテーマに学生と意見交換を

行った。（ ）H22.12.15

・元木章生議員と岡田理絵議員が、「若手議員と若者が語る徳島県のこれから」をテーマに学生と

意見交換を行った。（ )H23.1.21

（４）議長交際費、議長の主な活動状況の公表

開かれた議会をさらに推し進めるため、平成２２年度以降の議長交際費の執行状況及び議長の主

な活動状況を、議会ホームページにおいて公開している。

２２２２ 議員提案条例議員提案条例議員提案条例議員提案条例・・・・政策提言等政策提言等政策提言等政策提言等

（１）議員提案条例（可決された条例）

「もてなしの阿波とくしま観光基本条例」

平成２１年３月３日、観光振興議員連盟において、議員発議により観光振興条例（仮称）の制定を

目指すことを決定する。

平成２１年４月２１日 第１回プロジェクトチーム検討会

観光振興議員連盟はプロジェクトチームを立ち上げ、観光振興条例（仮称）の提案に向けた検討

を始めた。

座長 川 端 正 義 （自由民主党・新政会）

委員 児 島 勝 （自由民主党・交友会）

重 清 佳 之 （ 明 政 会 ）

臼 木 春 夫 （新風・民主クラブ）

長 尾 哲 見 （ 公 明 党 県 議 団 ）

長池武一郎 （ 無 所 属 ク ラ ブ ）

平成２１年５月２６日 第４回プロジェクトチーム検討会において条例案を決定する。

平成２１年６月１日 観光振興議員連盟の総会

プロジェクトチーム作成の条例案を承認し、６月定例会への提案を決定する。

平成２１年６月１８日 ６月定例会開会日、可決。（同年６月２５日施行）



＜条例制定の効果＞

・１０月９日を「阿波とくしま観光の日」と定めた。

・条例第１０条の規定に基づき、観光の振興に関する施策を戦略的かつ積極的に推進するための

指針となる「徳島県観光振興基本計画」が策定され、県を挙げて「観光立県とくしま」を実現する機運

の醸成が図られた。

（２）委員長による提言・附帯決議

平成２２年１０月１３日に開会された関西広域連合（仮称）調査特別委員会では竹内資浩委員長から

飯泉知事に対し、これまでの委員会等における議論を集約する形で提言がなされた。

また、関西広域連合の設立に当たり、「四国と近畿の結節点という本県の特性が生かされ、その成果

が中心部に偏ることなく、関西全体の発展に繋がるものとすること。」など、特段の配慮を求める附帯決

議の提案がなされ、委員会において可決した。（本会議＝平成２２年１０月１９日、可決）

（３）複数会派等による提言・要望

①「徳島県がん対策推進条例（仮称）に関する提言」

平成２１年６月１５日 徳島県議会がん対策に関する条例検討会を設置

座長 自由民主党・新政会 副会長 川端正義

委員 自由民主党・新政会 幹事長 岡本富治

自由民主党・交友会 幹事長 木下 功

明 政 会 幹事長 福山 守

公 明 党 県 議 団 幹事長 大西章英

平成２１年１０月１６日 第５回検討会

座長において取りまとめた「徳島県がん対策推進条例（仮称）に関する提言」を全委員の賛成に

より承認した。

平成２１年１０月１９日 提言書に基づき、飯泉知事に対する要請を行った。

＜提言の柱＞ ・女性特有のがん対策の推進

・在宅医療の推進

・効果がある「がん検診」の推進

＜提言の反映・効果＞

・提言に基づき、「女性特有のがん対策の推進」について他県に例のない単独の条項として規定

された。（条例第８条）

・提言に基づき、「在宅医療の推進」について、他県に例のない単独の条項として規定された。

（条例第１２条）

・平成２２年１０月１日から、中学３年生の女子を対象に子宮頸がん予防ワクチンの接種助成事業

が開始された。

②「本州四国連絡高速道路（神戸淡路鳴門自動車道）の新料金制度の在り方について」

平成２２年５月７日、徳島県議会はすべての会派から議員が参加し、前原国土交通大臣をはじめ

政府与党等に対して、本州四国連絡高速道路の新料金制度に関する要望活動を行った。



要望活動の実施は、４月２１日に開催した会長・幹事長会において決定したもので、党派を超え要

望活動を行ったのは徳島県議会史上初のことである。

＜要望要旨＞

・本州四国連絡高速道路（神戸淡路鳴門自動車道）の料金については、他の高速道路と一律の料

金制度とすること。

・新料金制度の実施により影響を受ける内航フェリーやバス、ＪＲ等の競合公共交通機関に対して

も、国において十分な支援策を講じられること。

・新料金体系の設定にあたり、追加出資を求めないこと。

＜要望活動の効果＞

本県の超党派議員による要望のほか、四国議長会や関西広域連合議会等を通じた粘り強い活動

の結果、本州や四国の高速道路から乗り継いだ場合の上乗せ料金は、当初発表の３，０００円から５

００円に割り引かれる案が示され、本県が強く求めていた全国一律料金制度への第一歩となった。

（その後、東日本大震災の発生により実施延期）

③「東北地方太平洋沖地震等への対応について（要望）」

東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）の発生を受け、平成２３年３月１５日に会長・幹事長会を

緊急開催し、見舞金の贈呈や義援金の受付など議会における対応を決定したほか、支援物資の供

給に対する県の対応や今回の地震を受けた本県の地震防災対策の見直し等について論議があり、

その主旨を知事に申し入れることとした。

３月１６日、藤田議長は飯泉知事に対し、「被災地への迅速かつ適切な支援」、県民の安全・安心

の確保に向けた「本県の地震防災対策の見直し」など万全の対応を求め、要望書を提出した。

（４）その他

「ＴＰＰ（環太平洋連携協定）が本県に及ぼす影響等に係る調査会」

ＴＰＰにより今後の本県農林水産業や商工業がどのような影響を受けるのか調査するため、関係

部局・関係団体を招き、意見交換等を行った。

＜主催＞ 自由民主党・新政会、自由民主党・交友会、明政会

他会派からの参加もあった。

＜関係団体＞ ＪＡ徳島農政協議会、徳島県農業会議、徳島県酪農業協同組合、

徳島県森林組合連合会、徳島県漁業協同組合連合会

＜執行部＞ 商工労働部 商工政策課

農林水産部 農林水産政策課、畜産課、水産課、林業振興課




















































